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＊

＊ 人 日当たり国産供給熱量／ 日 人当たり供給熱量

（畜産物には、畜種ごとの飼料自給率がかけられて計算されている。）
農林水産省「食糧需給表」より
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届出件数

輸入重量

輸
入
重
量
（
百
万
ト
ン
）

届
出
件
数
（
万
件
）

昭和 平成 （年）

222万件
(Ｈ26年度)

3,241万ﾄﾝ
(H26年度）

＊昭和50年から平成18年は年次、平成19年以降は年度
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畜産食品，

畜産加工食品

水産食品，

水産加工食品

農産食品，

農産加工食品

その他の食料品

1,503,721

飲料

1,619,864

食品添加物

755,787

器具

755,040

容器包装

100,404
おもちゃ

69,884

輸入重量
32,411,715

トン

3,277,963

2,185,219

22,143,834
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廃棄・積戻し又は
食用外転用

検査命令

違
反
情
報

輸
入
食
品
監
視
指
導
計
画
に
基
づ
き
実
施

海外における食品安全情報の収集

違反発見時の通報都道府県等監視指導計画に基づく
流通食品等の収去検査（必要に応じて）

厚生労働大臣への届出
販売又は営業上使用することを目的として輸入する食品、添加物、器具又は容器包装、乳幼児用
おもちゃについては、輸入の都度、厚生労働大臣に届け出ることを義務づけ

審査① 届出内容の確認（全ての届出が対象）

食品衛生法の規格基準等に適合するものであるか食品衛生監視員が全ての届出を審査

審査② 検査での確認（必要に応じて）

審査①を実施後、違反の可能性に応じて、検査の実施を指導（検査命令・指導検査等）

不合格

輸
入
時
対
策

輸
入
時
対
策

国
内
対
策

国
内
対
策

事前相談・指導

輸
出
国
対
策

輸
出
国
対
策

モニタリング検査の実施（年間計画に基づいて）

合 格

日本の規制に合った生産、製造、加工等の管理

輸出国政府による証明書の発給

輸出前検査等

在京大使館を通じた、日本の法規制等の
英語での周知

輸出国との二国間協議や担当官を派遣し、
現地調査や現地での説明会の実施

輸出国での検査に関する技術協力

輸入届出

輸入者

輸出国政府 厚生労働省

都道府県等

厚生労働省 検疫所

厚生労働省 検疫所

リスクコミュ二ケーション
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 輸入食品監視指導計画及びその結果に関する英語版情報の提供

 食品衛生規制に関する英語版情報の提供

 在京大使館、輸入者等への情報提供

 輸出国の政府担当者及び食品事業者を対象とした説明会の開催

 輸入時に検査命令が実施されている食品等、法違反の可能性が高い食

品等について、二国間協議を通じた違反原因の究明及びその結果に基

づく再発防止対策の確立の要請

 主要な輸出国における衛生対策に関する計画的な情報収集及び制度調

査の実施

 残留農薬、カビ毒等の試験検査技術の向上など、輸出国における監視

体制の強化に資する技術協力の実施
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対象国 品目 調査目的・協議内容 実施時期

ポーランド 牛肉
対日輸出プログラムの実施準備状況に
ついての現地調査

平成26年６月

スペイン 非加熱食肉製品
リステリア・モノサイトゲネスに係る
衛生管理対策の検証のための現地調査

平成26年10月

米国 牛肉
BSE対策に係る対日輸出認定施設
の現地調査

平成26年11月

タイ
野菜及び果実

（アスパラガス、
バナナ等）

残留農薬管理対策の検証のため
の現地調査

平成27年２月

(平成26年度抜粋)

9



チリにおける対日輸出食品の制度調査

関係法令

・食品衛生法（Regulamento Sanitario de Los Alimentos DTO.
No 977/96）

・農畜産サービスに関する規定（ESTABLECE NORMAS SOBRE
EL SERVICIO AGRICOLA Y GANADERO Ley 18755）

・漁業養殖法（Ley Pesca Acuicultura）等

調査対象

農牧庁（SAG）
水産庁（SERNAPESCA）
保健省（MINSAL）
食品安全庁（ACHIPIA）

概 要

チリにおける食品衛生規制について、チリ政府担当者より説明を受
け、意見交換を行い、日本の輸入食品監視体制及び衛生規則について
政府関係者等を対象にセミナーを開催した。

また、養豚場・と畜場及びサーモン養殖・加工施設の現地調査を行
い、動物用医薬品等の管理状況等について現地調査を実施した。
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パラグアイにおける対日輸出食品の制度調査

関係法令

・衛生法（LEY N°836/80）
・国立植物・種子品質防疫サービス局設置法（LEY

N°2459/2004）
・国家家畜衛生管理庁設置法（LEY N°2426/2004）

調査対象

農牧省（MAG）
国立植物・種子品質・防疫サービス局（SENAVE）
厚生社会福祉局 国立食料・栄養院（INAN）
国立家畜衛生局（SENACSA）

概 要

パラグアイにおける食品衛生規制について、パラグアイ政府担当者
より説明を受け、意見交換を行い、日本の輸入食品監視体制及び衛生
規則についてパラグアイ政府関係者及び食品業者等を対象にセミナー
を開催した。

また、対日輸出に係るゴマの残留農薬の管理状況等についての現地
調査を行った。
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廃棄・積戻し又は
食用外転用

検査命令

違
反
情
報

輸
入
食
品
監
視
指
導
計
画
に
基
づ
き
実
施

海外における食品安全情報の収集

違反発見時の通報都道府県等監視指導計画に基づく
流通食品等の収去検査（必要に応じて）

厚生労働大臣への届出
販売又は営業上使用することを目的として輸入する食品、添加物、器具又は容器包装、乳幼児用
おもちゃについては、輸入の都度、厚生労働大臣に届け出ることを義務づけ

審査① 届出内容の確認（全ての届出が対象）

食品衛生法の規格基準等に適合するものであるか食品衛生監視員が全ての届出を審査

審査② 検査での確認（必要に応じて）

審査①を実施後、違反の可能性に応じて、検査の実施を指導（検査命令・指導検査等）

不合格

輸
入
時
対
策

輸
入
時
対
策

国
内
対
策

国
内
対
策

事前相談・指導

輸
出
国
対
策

輸
出
国
対
策

モニタリング検査の実施（年間計画に基づいて）

合 格

日本の規制に合った生産、製造、加工等の管理

輸出国政府による証明書の発給

輸出前検査等

在京大使館を通じた、日本の法規制等の
英語での周知

輸出国との二国間協議や担当官を派遣し、
現地調査や現地での説明会の実施

輸出国での検査に関する技術協力

輸入届出

輸入者

輸出国政府 厚生労働省

都道府県等

厚生労働省 検疫所

厚生労働省 検疫所

リスクコミュ二ケーション
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小樽

千歳空港

仙台

仙台空港

東京（食品監視課）

東京（食品監視第二課）

千葉

東京空港

川崎

成田空港

新潟

横浜

輸入食品・検疫
検査センター

名古屋

中部空港

四日市

清水

大阪

関西空港

神戸（食品監視課）

神戸（食品監視第二課）

輸入食品・検疫
検査センター広島

境

広島空港

那覇

那覇空港

◎

福岡

門司

下関

福岡空港

長崎

鹿児島

※平成27年度

食品等輸入届出窓口 ３２検疫所 ● ◎
（検査課を有する ６検疫所 ◎）
輸入食品・検疫検査センター ★
食品等輸入相談室 １３検疫所
食品衛生監視員 ４０６名

●

小松空港

●
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違
反
の
可
能
性

高

低

20万件
222万件

平成26年度

検査件数/届出件数
（届出ベース）

（重複除く）

検

査

率

モニタリング検査強化

モニタリング

58,727件

92,441件

53,065件※

※モニタリング検査の延べ件数は96,580件
（検査項目別の重複あり）
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延
べ
違
反
件
数
（
件
）

延
べ
検
査
件
数
（
万
件
）

※届出1件当たり複数の検査項目を実施している場合があることから延べ数とした。



輸出国の再発防止策の確立等違反食品が輸出
されることのないことが確認された場合等
輸出国の再発防止策の確立等違反食品が輸出
されることのないことが確認された場合等検査命令解除

残留農薬
動物用医薬品

直ちに検査命令

違反の可能性が高い
と判断される場合
検査命令

モニタリング検査モニタリング検査
頻度アップ

違反違反

腸管出血性大腸菌O157、アフラトキシン等
（同一の生産国又は製造者並びに加工者から
の同一の輸入食品を対象）

腸管出血性大腸菌O157、アフラトキシン等
（同一の生産国又は製造者並びに加工者から
の同一の輸入食品を対象）

健康被害の発生 健康被害発生の恐れ

違反
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 届出・検査・違反状況

 届出件数 2,216,012件

 検査件数 195,390件 （検査率8.8％）

（検査命令 58,727 件、モニタリング検査 53,065件、指導検査等92,441 件）

 違反件数 877件 （届出件数の0.04％）

 モニタリング検査実施状況

 計画数延べ94,043件に対し、延べ96,580件実施（実施率約103％）

 モニタリング検査強化移行品目

 18ヵ国・1地域の31品目

 検査命令移行品目

 18ヵ国・1地域の20品目

 検査命令対象品目

 全輸出国17品目及び32ヵ国・1地域の79品目（平成27年3月31日現在）
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対象国 品目 内容 対応

デンマーク 豚肉
ジエチルスチルベ
ストロール含有の
おそれ

対象食品の輸入届出がなさ
れた場合、積み戻し等を行
う措置を講じた

フランス

ソフト及びセミ
ソフトタイプの
ナチュラルチー
ズ

腸管出血性大腸菌
O26汚染のおそれ

特定製造者からの輸入届出
がなされた場合、検査命令
を行う措置を講じた

オーストラリ
ア

ワニ肉
金属片混入のおそ
れ

対象食品の輸入届出がなさ
れた場合、積み戻し等を行
う措置を講じた

（平成26年度抜粋）
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違反条文 違反件数
構成比
（％）

主な違反内容

6
販売を禁止される食品及
び添加物 245 26.8

とうもろこし、落花生、アーモンド、乾燥イチジク、ハトム
ギ、ピスタチオナッツ、とうがらし、ナツメグ、くるみ、ご
まの種子、フェネグリーク、くり、ハスの種子等のアフラト
キシンの付着、有毒魚類の混入、下痢性貝毒の検出、シアン
化合物の検出、非加熱食肉製品、ナチュラルチーズからのリ
ステリア・モノサイトゲネス検出、米、小麦、菜種、大豆等
の輸送時における事故による腐敗・変敗・カビの発生等

9 病肉等の販売等の禁止 3 0.3 衛生証明書の不添付

10 添加物等の販売等の制限 54 5.9

TBHQ、キノリンイエロー、パテントブルーＶ、サイクラミ
ン酸、アゾルビン、パラオキシ安息香酸メチル、ヨウ素化塩、
アシッドブルー3ナトリウム、アミド化ペクチン、ホウ酸、
ヨウ素酸カリウム、一酸化炭素、塩化メチレンの指定外添加
物の使用

11
食品又は添加物の基準及
び規格 539 59.0

野菜及び冷凍野菜の成分規格違反（農薬の残留基準違反）、
水産物及びその加工品の成分規格違反（動物用医薬品の残留
基準違反、農薬の残留基準違反等）、その他加工食品の成分
規格違反（大腸菌群陽性等）、添加物の使用基準違反（二酸
化硫黄、ソルビン酸、安息香酸等）、添加物の成分規格違反、
放射性物質の検出

18
器具又は容器包装の基準
及び規格 70 7.7

器具・容器包装の規格違反
原材料の材質別規格違反

62
おもちゃ等についての準
用規定 2 0.2 おもちゃ又はその原材料の規格違反

計
913（延数）

877（実数）
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 法違反を繰り返す輸入者等に対し、法違反の原因の改善、再発防止、

その他衛生上の必要な措置を講じさせる

 すべての輸入者を対象に、四半期毎に検査実績を調査し、法違反確

定時における直近60件の検査の違反率が５％以上であった場合、処

分の適用を検討する

 処分適用の前段として、該当する輸入者に対して、食品等を輸入す

る際の安全管理を見直し、再発防止対策を講じるよう指導するとと

もに、期限を設けて文書報告を求める

 上記指導後においても法違反の状況に改善が見られない場合は、法

第５５条第２項に基づく営業の禁停止処分を講じる

（指導実績）

平成24年度：28社、平成25年度：24社、平成26年度：16社
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最近の状況①

対象国 品目 内容 対応

フランス
ソフト及びセミ
ハードタイプの
ナチュラルチーズ

リステリア・
モノサイトゲネ
ス汚染のおそれ

特定製造者からの輸入届出
がなされた場合、自主検査
を行う措置を講じた

フランス ナチュラルチーズ
サルモネラ汚染
のおそれ

対象食品の輸入届出がなさ
れた場合、積み戻し等を行
う措置を講じた

南アフリカ ぶどう酒
ガラス片混入の
おそれ

対象食品の輸入届出がなさ
れた場合、積み戻し等を行
う措置を講じた

米国 飲料
ガラス片混入の
おそれ

対象食品の輸入届出がなさ
れた場合、積み戻し等を行
う措置を講じた



国名
平成17
年度

～
平成24
年度

平成25
年度

平成26年度 平成27年度

米国

カナダ

フランス

オランダ

アイルランド

ポーランド

ブラジル

スウェーデン

ノルウェー

デンマーク

スイス・リヒテ
ンシュタイン

イタリア

一定条件下で輸入再開（H17年12月12日）

一定条件下で輸入再開（H17年12月12日）

一定条件下で輸入再開（H25年2月1日）

一定条件下で輸入再開（H25年2月1日）

一定条件下で輸入再開（H25年12月1日）

一定条件下で輸入再開（H26年8月1日）

H27年4月～輸入条件を協議中

輸入条件を協議中

H27年7月～

H27年4月～

輸入条件を協議中

25

最近の状況②－１

一定条件下で輸入再開（H27年12月21日）

輸入条件を協議中

輸入条件を協議中 H27年12月～

H28年1月～



最近の状況②－２

【BSE発生国等から輸入される牛由来ゼラチン及びコラーゲン等の取扱い】

平成27年３月、BSE発生国等から輸入される以下食品について、
条件付きで輸入可能とした

◆ 対象食品

・牛の皮を原材料とするゼラチン及びコラーゲン並びにこれを含む加工品

・牛の骨を原材料とするゼラチン及びこれを含む加工品

・ゼラチン及びコラーゲンの原材料となる牛の皮や牛の骨

【めん羊及び山羊のBSE対策について】

平成27年６月、食品安全委員会に以下の措置を講ずるにあたっての
食品健康影響評価を諮問、平成28年1月12日付けで答申

 諮問内容

○国内措置

・12ヶ月齢以上の全てを対象とするスクリーニング検査の廃止

・SRMの範囲の変更

○国境措置

・国内措置の見直しに合わせ、
現行の「輸入禁止」から「SRMを除去したものを輸入」に変更 26



最近の状況③

農林水産省ＨＰを基に作成（平成26年４月現在）

EU

RCEP

豪州

トルコ

TPP

ＥＵ
モンゴル

日中韓
カナダ

スイス

韓国
トルコ 日本

中国
米国

ＧＣＣ インド

メキシコ
コロンビア

ＡＳＥＡＮ全体

ブルネイ

タイ マレーシア

フィリピン

ベトナム

インドネシア シンガポール ペルー

豪州 チリ

ＮＺ
ＲＣＥＰ ＴＰＰ

締結 ＧＣＣ
湾岸協力理事会

加盟国：バーレーン、クウェート、オマーン、カタール、サウジアラビア、アラブ首長国連邦。

署名

交渉中

その他

ＲＣＥＰ
RCEP ：東アジア地域包括的経済連携。ＡＳＥＡＮ10か国にＥＰＡ／ＦＴＡを有する日中韓印豪ＮＺ６か
国が交渉に参加する広域経済連携。

ＡＳＥＡＮ

ＴＰＰ

ブルネイ、カンボジア、インドネシア、ラオス、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、
シンガポール、タイ、ベトナムの10ヶ国

ＴＰＰ協定交渉参加国：シンガポール、ＮＺ、チリ、ブルネイ、米国、豪州、ペルー、ベトナム、
マレーシア、カナダ、メキシコ、日本

※農林水産省HPより引用（平成27年３月現在）27



 経緯

平成27年度輸入食品監視指導計画に基づき、冷凍加工食品の成分規格
に係るモニタリング検査件数を増加

 対応状況

平成27年度中間報告の段階で、水産冷凍加工食品の成分規格に係るモ
ニタリング検査による違反件数は、平成26年度より増加していたことか
ら、複数違反が認められた輸出国に対して、輸出国の衛生対策の参考とな
るよう、違反事例情報を取りまとめて提供

最近の状況④

品名 違反事例

無加熱摂取冷凍食品：穴子フィレ 成分規格不適合（大腸菌群 陽性）

無加熱摂取冷凍食品：たこスライス 成分規格不適合（大腸菌群 陽性）

無加熱摂取冷凍食品：かに 成分規格不適合（大腸菌群 陽性）

28

（主な違反事例）



（事例１）

 経緯

平成27年6月、輸入時の自主検査において、中国産米加工品から我が国
で安全性未審査の遺伝子組換え米が検出された

 対応状況

中国産米加工品の輸入届出がなされた際には、輸入の都度、貨物を保留
し検査を実施

（事例２）

 経緯

平成27年7月、モニタリング検査において、ベトナム産パパイヤ加工品
から我が国で安全性未審査の遺伝子組換えパパイヤが検出された

 対応状況

ベトナム産パパイヤ及びその加工品の輸入届出がなされた際には、輸入
の都度、貨物を保留し検査を実施

最近の状況⑤
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検査項目 28年度計画件数（案）

残留農薬 25,300

抗菌性物質等 14,100

成分規格（大腸菌群等） 13,600

添加物 13,000
カビ毒（アフラトキシン等） 6,200

遺伝子組換え 700
放射線照射 600

病原微生物（サルモネラ等） 12,500
検査強化品目（SRM除去確認含む） 10,000

合 計 96,000
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TPP発効等に備えた監視体制の整備

TPP参加国、経済連携協定締結国の食品衛生に係る情報収集

輸入動向に応じた監視体制の整備

我が国の食品衛生規制の周知

輸出国における安全対策の推進

「輸入食品等事前確認制度」をHACCPによる衛生管理を要
件とする制度『輸出国登録施設制度』に改め、普及させること
により、輸出国における安全対策を推進する。

HACCPの導入状況等について情報収集を行う。
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１．総合的なTPP関連政策大綱（TPP総合対策本部決定より抜粋）

TPP協定により、我が国の食品の安全・安心が脅かされることはないが、我
が国への海外からの輸入食品の増加が見込まれることから、引き続き、国際基
準や科学的な根拠を踏まえ、リスクコミュニケーション推進も含めた必要な措
置を適切に実施する。

２．TPP協定の全章概要（内閣官房TPP政府対策本部公表より抜粋）

第７章．衛生植物検疫（ＳＰＳ）措置
１．衛生植物検疫措置章の概要

人、動物又は植物の生命又は健康を保護しつつ、各締約国が実施する衛
生植物検疫措置が貿易に対する不当な障害をもたらすことのないようにするこ
と等を規定。また、締約国は、WTO衛生植物検疫委員会の関連する指針並び
に国際的な基準、指針及び勧告を考慮することを規定。

更に、地域的な状況に対応した調整、措置の同等、科学及び危険性の分析、
監査、輸入検査、証明、透明性、協力的な技術的協議等について規定。
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【既存の輸入食品等事前確認制度】

・平成６年より導入

・製造者自らが施設基準の適合性を確認し、輸出国政府を通じ

て申請

・自主検査は３年間省略できる（ただし、検査命令やモニタリ

ング検査は除く。）

【輸出国登録施設制度（案）】

・HACCPを必須要件とする

・輸出国における衛生対策に係る定期的な監査

・自主検査は５年間省略できる（ただし、検査命令やモニタリ

ング検査は除く。）
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食品原材料の受入れから最終製品までの各工程ごとに、

① 微生物、化学物質、金属の混入などの潜在的な危害要因を分
析・予測（Hazard Analysis）した上で、

② 危害の発生防止につながる特に重要な管理点（Critical
Control Point）を継続的に、監視・記録する

工程管理のシステム。

これまでの抜取検査に比べ、より効果的に問題のある製品の出
荷を未然に防ぐことが可能となるとともに、原因の追及を容易に
することが可能。

＊FAO/WHO合同食品規格委員会（コーデックス委員会）により、HACCP適用
のガイドラインが示されている。

ＨＡＣＣＰ
方式

従来
方式

継続的な監視・記録

抜取検査

工
程
例

原
料

入

荷

保

管

加

熱

冷

却

包

装

出

荷

温度の管理 異物の検出
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平成27年３月30日付け食安輸発0330第４号
「「輸入加工食品の自主管理に関する指針
（ガイドライン）」に係るチェックリスト
について」
＜主な内容＞
輸入食品における異物混入事例を踏まえ、ガイドラ
インに基づく主な確認事項をチェックリスト化

→食品取扱施設の業種、輸出国の法整備を踏ま
えた輸入者自らのチェックリストの作成、活用

URL：
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000043
585.html
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１．厚⽣労働省のホームページにおける情報提供
○ 輸⼊⼿続、監視指導計画及び結果、統計情報、検査命令やモニタリング検査の実施通知、
監視指導に関する通知等、違反事例、輸出国対策、FAQ等を掲載し、随時更新。また、
検疫所相談窓口、登録検査機関、外国公的検査機関などの一覧も掲載。

日本語http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/yunyu_kanshi/index.html

英語 http://www.mhlw.go.jp/english/topics/importedfoods/

○ ⾷品添加物、残留農薬、遺伝⼦組換え⾷品等の各種対策の概要、通知、
Q&Aなどを掲載。

日本語http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/index.html

英語 http://www.mhlw.go.jp/english/policy/health-medical/food/index.html

２．意⾒交換会、説明会等
○消費者、事業者等との意⾒交換会
毎年、消費者、⾷品関係事業者、関係団体、⾏政担当官等を対象に、意⾒交換会を開催。

○パブリックコメントの実施
毎年、輸⼊⾷品監視指導計画（案）について、広く国⺠の皆様の意⾒・情報を募集。

○講演会等への講師派遣
地方自治体及び団体が主催する講演会等にも担当者を派遣。

３．パンフレット等の作成
食品安全の取組に関するパンフレット､ポスターや動画を作成（日・英）
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Ministry of Health, Labour and Welfare

※「平成28年度輸入食品監視指導計画（案）」に関する御意見については、
平成28年1月26日から2月24日まで募集しております。
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 食品安全基本法（平成15年法律第48号）

 食品衛生法（昭和22年法律第233号）
食品衛生法施行令（昭和28年政令第229号）
食品衛生法施行規則（昭和23年厚生省令第23号）

 乳及び乳製品の成分規格等に関する省令（乳等省令）（昭和26年厚生省令
第52号）

 と畜場法（昭和28年法律第114号）

 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律（平成２年法律第70号）

 牛海綿状脳症対策特別措置法（平成14年法律第70号）

 既存添加物名簿（平成８年厚生省告示第120号）

 食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）
 食品一般の成分規格、製造・加工・調理・保存基準
 個別食品の規格基準
 添加物の成分規格、保存・製造・使用基準
 器具・容器包装・おもちゃ・洗浄剤の製造・使用基準

■
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第４条 食品供給行程における適切な措置

食品の安全確保は、国の内外における食品供給行程の各段階において適切な

措置を講じることにより行わなければならない。

第６条 国の責務

国は、前３条に定める食品の安全性の確保についての基本理念（以下「基本

理念」という。）にのっとり、食品の安全性の確保に関する施策を総合的に策

定し、及び実施する責務を有する。

第７条 地方公共団体の責務

地方公共団体は、基本理念にのっとり、食品の安全性の確保に関し、国との

適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の区域の自然的経済的社会的諸

条件に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。

第８条 食品関連事業者の責務

食品の・・・、輸入、・・・を行う事業者は基本的理念にのっとり、自らが

食品の安全確保について第一義的責任を有していることを認識して、食品の安

全性を確保するために必要な措置を食品供給行程の各段階において適切に講じ

る責務を有する。

■
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第２条 国及び都道府県等の責務

① 国、都道府県、地域保健法第５条第１項の規定に基づく政令で定める市（以下「保健

所を設置する市」という。）及び特別区は、教育活動及び広報活動を通じた食品衛生に

関する正しい知識の普及、食品衛生に関する情報の収集、整理、分析及び提供、食品衛

生に関する研究の推進、食品衛生に関する検査の能力の向上並びに食品衛生の向上にか

かわる人材の養成及び資質の向上を図るために必要な措置を講じなければならない。

② 国、都道府県、保健所を設置する市及び特別区は、食品衛生に関する施策が総合的か

つ迅速に実施されるよう、相互に連携を図らなければならない。

③ 国は、食品衛生に関する情報の収集、整理、分析及び提供並びに研究並びに輸入され

る食品、添加物、器具及び容器包装についての食品衛生に関する検査の実施を図るため

の体制を整備し、国際的な連携を確保するために必要な措置を講ずるとともに、都道府

県、保健所を設置する市及び特別区に対し前２項の責務が十分に果たされるように必要

な技術的援助を与えるものとする。

第３条 食品等事業者の責務

食品等事業者は、その・・・、輸入し、・・・又は営業上使用する食品、添加物、器

具又は容器包装について、自らの責任においてそれらの安全性を確保するため、販売食

品等の安全性の確保に係る知識及び技術の習得、販売食品等の原材料の安全性の確保、

販売食品等の自主検査の実施その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

■
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第23条 輸入食品監視指導計画

①厚生労働大臣は、指針に基づき、毎年度、翌年度の食品、添加物、器具及び

容器包装の輸入について国が行う監視指導の実施に関する計画（以下「輸入

食品監視指導計画」という。）を定めるものとする。

② 輸入食品監視指導計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 生産地の事情その他の事情からみて重点的に監視指導を実

施すべき項目に関する事項

二 輸入を行う営業者に対する自主的な衛生管理の実施に係る指

導に関する事項

三 その他監視指導の実施のために必要な事項

③ 厚生労働大臣は、輸入食品監視指導計画を定め、又はこれを変更した

ときは、遅滞なく、これを公表するものとする。

④ 厚生労働大臣は、輸入食品監視指導計画の実施の状況について、公表

するものとする。

■
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